
関係法令 

 

○ 警備業法（昭和４７年法律第１１７号） 

 

（特定の種別の警備業務の実施）  

第１８条  警備業者は，警備業務（第２条第１項第１号から第３号までのいずれかに該当するも

のに限る。以下この条並びに第２３条第１項，第３項及び第四項において同じ。）のうち，そ

の実施に専門的知識及び能力を要し，かつ，事故が発生した場合には不特定又は多数の者の生

命，身体又は財産に危険を生ずるおそれがあるものとして国家公安委員会規則で定める種別（以

下単に「種別」という。）のものを行うときは，国家公安委員会規則で定めるところにより，

その種別ごとに第２３条第４項の合格証明書の交付を受けている警備員に，当該種別に係る警

備業務を実施させなければならない。  

 

（定義）  

第２条  この法律において「警備業務」とは，次の各号のいずれかに該当する業務で 

 あつて，他人の需要に応じて行うものをいう。  

一 略    

二 人若しくは車両の雑踏する場所又はこれらの通行に危険のある場所における負

傷等の事故の発生を警戒し，防止する業務  

（以下略） 

 

（検定）  

第２３条  公安委員会は，警備業務の実施の適正を図るため，その種別に応じ，警備員又は警備

員になろうとする者について，その知識及び能力に関する検定を行う。  

２，３ 略  

４ 公安委員会は，第一項の検定に合格した者に対し，警備業務の種別ごとに合格証明書を交

付する。  

５ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○ 警備員等の検定等に関する規則（平成１７年国家公安委員会規則第２０号） 

  

（特定の種別の警備業務）  

第１条 警備業法（以下「法」という。）第１８条の国家公安委員会規則で定める種別の警備業

務は，次に掲げるものとする。  

１～３ 略 

４ 法第２条第１項第２号に規定する警備業務のうち，工事現場その他人又は車両の通行に危

険のある場所における負傷等の事故の発生を警戒し，防止する業務（交通の誘導に係るもの

に限る。以下「交通誘導警備業務」という。） 

５，６ 略  

（特定の種別の警備業務の実施基準） 

第２条  警備業者は，前条各号に掲げる警備業務を行うときは，次の表の上欄に掲げる種別に応

じ，同表の中欄に掲げる警備員を，同表の下欄に掲げる人数を配置して，当該種別に係る警備

業務を実施させなければならない。 

 

種別 警備員 人数 

一～四（略） 

五 交通誘導警備業務（高速自動車国道（高速自動車国道

法（昭和三十二年法律第八十九号）第四条第一項に規定

する高速自動車国道をいう。）又は自動車専用道路（道

路法（昭和二十八年法律第百八十号）第四十八条の四に

規定する自動車専用道路をいう。）において行うものに

限る。） 

交通誘導警備業務

に係る一級検定合

格警備員又は二級

検定合格警備員 

交通誘導警備

業務を行う場

所ごとに，一人

以上 

六 交通誘導警備業務（道路又は交通の状況により，都道

府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）が道路

における危険を防止するため必要と認めるものに限る。） 

交通誘導警備業務

に係る一級検定合

格警備員又は二級

検定合格警備員 

交通誘導警備

業務を行う場

所ごとに，一人

以上 

七～八（略） 

 

（合格証明書の携帯等）  

第３条  警備業者は，前条の表の上欄に掲げる警備業務を行うときは，検定合格警備員が当該警

備業務に従事している間は，当該検定合格警備員に，当該警備業務の種別に係る合格証明書を

携帯させ，かつ，関係人の請求があるときは，これを提示させなければならない。  

（検定の区分）  

第４条 法第２３条第１項の規定による検定（以下「検定」という。）は，第１条各号に掲げる

種別の警備業務ごとに，それぞれ一級及び二級に区分して行う。  


